
1 ．はじめに
　2011年 3 月11日午後 2 時46分，宮城県沖を震源
とするマグニチュード MW9.0の東北地方太平洋
沖地震が発生した。地震・津波被害は，東日本を
中心に広範囲にわたり，長周期の揺れは数百 km

離れた関西圏の高層ビルにも影響を及ぼした。こ
のような未曽有の震災から早や十年が過ぎたが，
その後の熊本地震や大阪府北部の地震，北海道胆
振東部地震などの地震災害や，極端気象による豪

雨災害は場所を選ばず，依然として日本各地に大
きな爪痕を残し続けている。
　気象庁は顕著な被害が生じた地震についてその
名称を定めているが，2011年の東北地方太平洋沖
地震以降の地震現象は 3 つである。ただし，表 1
には，社会インフラへの影響を勘案して2018年の
大阪府北部の地震を含めて 4 つを挙げている。こ
れは，人口の集中する大阪府内で起こり，震度 6
弱を記録して社会基盤施設にも影響が認められた
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都市型の地震であったためである。
　また，本稿で扱うインフラを中心とした被害を
考える場合には，2011年東北地方太平洋沖地震で
はなく，東日本大震災と呼ぶ場合もある。
　多様な発生形態を有する地震・津波から電気・
ガス・上下水道・通信などのライフライン，道
路・鉄道ネットワーク，河川堤防などの土構造物，
空港・港湾や各種産業施設，さらに医療福祉施設
や避難所などの公共性の高い社会インフラを守る
ためには，過去の地震・津波被害を精査し，そこ
から学んだ教訓を今後の対策に活かさなければな
らない。
　本稿では，表 1に掲げた東日本大震災以降の地
震において，公共性の高い社会インフラのうち，
ライフラインを中心とした重要インフラにどのよ
うな被害が生じたのか，そして来たるべき南海ト
ラフの巨大地震に対して，その教訓をどう生かし，
また何が課題になっているのかについて述べる。

2 ．�2011年以降の地震によるインフラ被
害の概要

　ここでは，2011年東日本大震災以降の主な地震
のライフラインを中心としたインフラ被害の概
要2,3）を述べる。

2.�1　2011年（平成23年）東北地方太平洋沖地震
　三陸沖の深さ23 km を震源とする2011年（平成
23年）の東北地方太平洋沖地震（M9.0）の影響は，
岩手・宮城・福島を始めとする東北 6 県にとどま
らず，北海道・関東・中部・関西・四国地方にま
で及ぶ未曽有の広域災害となった。人的被害は死
者19,689人，行方不明者2,563人，負傷者6,233人
に及び，また住家被害は，全壊121,955棟，半壊

282,939棟，一部損壊748,109棟に達した4）。震源
域の大きさに相応した強い揺れもさることながら，
人的被害，構造物被害の多くは，東北・関東地方
の太平洋岸を襲った10 m を超える大津波の影響
が支配的であった。また，余震は岩手県沖から茨
城 県 沖 に か け て の 震 源 域 に 対 応 す る 長 さ 約
500 km，幅約200 km の海域内に発生し，また誘
発地震と考えられる内陸の地震も，福島県中通り，
茨城県北部，長野県北部，静岡県東部，秋田県内
陸北部，新潟県中越地方などで発生している4）。
福島第 1 原子力発電所では，大津波の浸水による
冷却用非常用電源の喪失により，未曽有の原発事
故が発生し5），想像を絶する負の人的・経済的・
社会的影響が生じた。震央から離れた千葉県内の
コンビナートでも製油所の LP ガスタンクが爆発，
震後火災も発生し，宮城県の製油所や油槽所，運
搬用のタンクローリーも津波被害を受けたことも
あり，ガソリン不足も顕在化して，原発事故を含
め国のエネルギー政策の抜本的見直しも復興方針
の一つとなった。
　発災当日の東北電力管内の停電戸数は4,480,000
戸6），東京電力管内では3,944,650戸5）であり，青
森・岩手・宮城・福島各県ではいずれも95％以上
の停電率となった。福島県相馬市の相馬共同火力
発電所の揚炭クレーンや石炭運搬用ベルトコンベ
アーも甚大な被害を受けた（写真 1）。
　都市ガス供給7）に対しては，16事業者の復旧対
象戸数401,976戸に対して，約 2 か月後の 5 月 3

表 1　 2011年以降に顕著な災害を起こした地震
の名称（気象庁1）を基に作成。ただし＊は
一般名称）

地震名 MJ 最大震度
平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震 9.0 7
平成28年（2016年）熊本地震 7.3 7
平成30年（2018年）大阪府北部の地震＊ 6.1 6 弱
平成30年（2018年）北海道胆振東部地震 6.7 7

写真 1　 相馬共同火力発電所の石炭運搬用のベ
ルトコンベアーの被害（2011年東北地
方太平洋沖地震）
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日に復旧作業が終了した。総断水戸数は2,567,000
戸で 4 月初旬の最大余震時の再断水戸数をのべ換
算すると2,946,000戸であり，最大断水戸数は茨城
県の801,000戸，10万戸以上は岩手県，宮城県，
福島県，そして液状化被害の顕著だった茨城県，
千葉県（写真 2）の 5 県に集中した。断水戸数が
1 万戸に減少したのは 6 月末，復旧がほぼ完了し
たのは 9 月末であった8）。
　高速道路は，一部区間で陥没や亀裂などの被害
を受けたが，震災翌日に緊急交通路に指定された。
原発規制区間を除き，東北道は 3 月24日，常磐道
は 4 月 1 日に全線で一般車両の通行が再開された。
緊急輸送道路を「くしの歯型」として道路啓開・
復旧にあたったのはよく知られている。東北管内
の鉄道は震災直後，全路線で運休となった。 

　東北新幹線は 4 月29日に全線再開されるまで，
上越新幹線等による迂回ルートが利用された。 

また，沿岸部と内陸部を結ぶ在来線については，
順次再開されているが，津波により壊滅的な被害
を受けた三陸鉄道（写真 3）や気仙沼線など沿岸
部を通過する路線や区間は復旧に長期間を要した9）。

2.�2　2016年（平成28年）熊本地震
　2016年 4 月14日以降， 7 回に及ぶ震度 6 弱以上
の地震が熊本地方を襲った。 4 月14日の前震

（M6.5）， 4 月16日の本震（M7.3）では震度 7 を記
録し，前震は日奈久断層帯，本震は布田川断層帯
が主な起震断層とされている。また，両断層帯と
も右横ずれの地表面断層が出現している10）。この
地震による人的被害は，熊本県と大分県を中心に，
死者273名（熊本270名・大分 3 名），重傷者1,203名，
軽症者1,606名，建物被害は全壊8,667棟，半壊
34,719棟，一部損壊163,500棟となっている11）。
　インフラ被害12）に関しては，電力供給システム
被害による最大停電戸数は主に熊本市内で生じ，
前震では16,700戸，本震では47,660戸に及んだが，
ほぼ 1 週間以内に応急復旧が完了している。水供
給システムでは，熊本市内の最大断水戸数は前震
では11,000戸，本震では432,000戸に及んだ。熊本
市・西原村の管路被害は，附属設備などの被害を
含めると494件（0.14件/km）であった。また，熊
本市の下水管渠の被害率（被害延長（km）/敷設延
長（km））は0.0217であった。都市ガス供給シス
テムでは，熊本市内の供給停止戸数は前震では
1,123戸，本震では100,884戸であった。ただし，
益城町など被害の特に甚大だった地域は供給エリ
ア外であった。
　道路にも大きな被害が発生した。九州自動車道
秋津川橋近辺ではでは旧河道上にある下り線の盛
土のり面が崩壊，また跨道橋である府領第一橋梁
が落橋した。南阿蘇村では，黒川を跨ぐ全長約
200 m の阿蘇大橋が背後の斜面崩壊により落橋

（写真 4）した他，多くの道路橋被害が生じた。
鉄道では，熊本駅から車両所に向かう回送中の 6
両編成の九州新幹線が前震時に脱線した。在来線
では豊肥本線の設備被害が大きく，赤水駅を出発

写真 3　 津波と震後火災によって被害を受けた
岩手県内の三陸鉄道リアス線の陸中山
田駅（2011年東北地方太平洋沖地震）

写真 2　 液状化による千葉県浦安市の耐震性貯
水槽の浮上（2011年東北地方太平洋沖
地震）
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した 2 両編成の回送列車の脱線も生じている（写
真 5）。

2.�3　2018年（平成30年）の大阪府北部の地震13）

　2018年 6 月18日 7 時58分，大阪市北区，高槻市，
茨木市，箕面市，枚方市で震度 6 弱の大きな揺れ
が発生した。大阪府北部を震源とする気象庁マグ
ニチュード MJ6.1の地震である14）。消防庁の統計
資料15）によるとこの地震による人的・建物被害は，
死者は 6 名，全半壊家屋は535棟であった。一方，

この地震は鉄道や道路を含むライフライン系にも
影響を与えた15）。
　鉄道・道路16）では，名神高速道路の一つの高架
橋を除き，土木構造物に大きな被害は発生しな
かった。しかし，大阪モノレールでは土木構造物
に付随する施設，機械が損傷したこと，JR 西日
本在来線では明確な損傷位置の発見が困難であっ
たことにより，運行面での完全復旧に時間がか
かった。このように，近畿圏の鉄道網，および高
速道路には甚大な物理的被害はほとんど生じな
かったが，運転見合わせの解除や通行止め解除に
多くの時間を要した。これは，鉄道の乗客の誘導
や運行停止の基準震度，通行止めの基準震度や安
全確認の方法などは過去の地震経験を基に決めら
れていたとはいえ，この地震に関しては安全の担
保と早期復旧という社会的要請を満足する結果と
はならなかった。
　上水道13）に関しては，大阪広域水道企業団の大
口径送水管で漏水が複数件発生したが，甚大な被
害は発生しなかった。送水管の被害は，鋳鉄管か
らダクタイル鋳鉄管への過渡期に製造された初期
ダクタイル鋳鉄管に集中しており，管体に亀裂や
穴が開くような破壊であった（写真 6）。ガス17）

では，低圧ブロック内の SI センサーと地震計が
SI 値60カイン以上を感震したために，約11万戸
への供給が停止した。 

　電力18）に関しては，原子力，火力，水力の発電
設備に異常はなかったが，大阪府・兵庫県内で最
大で173,060戸で停電が発生したが，約 3 時間後

写真 4　阿蘇大橋の落橋現場（2016年熊本地震）

写真 5　 豊肥本線赤水駅近くで脱線した車両
（2016年熊本地震）

写真 6　 高槻市におけるダクタイル鋳鉄管の被
害（2018年大阪府北部の地震）
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には全戸復旧，また，通信については設備被害は
ほとんど発生せず，通信サービス19）への影響とし
ては，大阪府の一部の地域で15,000回線（加入電
話12,800回線，INS ネット2,200回線）に支障が発
生したが 1 時間30分後には全て回復した。

2.�4　2018年（平成30年）北海道胆振東部地震
　2018年 9 月 6 日に北海道胆振地方中東部を震源
とする M6.7の地震が発生した20）。この地震によ
る死者は厚真町の土砂災害を中心とした41人，全
半壊家屋は386棟，さらにブラックアウトと呼ば
れる大規模な全域停電が発生し，その最大停電戸
数は約2,950,000戸（ 6 日3：08時点）にも及んだ21）。
この主な原因は，火力発電所である苫東厚真発電
所（写真 7）1，2，4号機の停止，および地震によ
る狩勝幹線他 2 線路 （送電線 4 回線）の事故によ
る水力発電の停止等の複合要因によるものと報告
されている22）。
　このため， 9 月10日から14日の間，平日8：30か
ら20：30の時間帯において，需要減 1 割確保のため，
家庭・業務・産業の各部門に対して平時よりも 2
割の節電の要請があった20）。また，北海道の農林
水産業への被害額が1,000億円以上にも及んだ23）。
気象庁の資料20）によると，1923年 1 月以降の活動
は，今回の地震の震央周辺では，これまで M5.0
以上の地震が時々発生していたが，M6.0を超え
る地震は今回が初めてであった。また，今回の地
震の震央から南東に約80 km 離れた場所では，「昭

和57年（1982年）浦河沖地震」が発生し，負傷者
167人などの被害が生じている。2018年の地震では，
厚真町で震度 7 が観測され，安平町とむかわ町で
震度 6 強，札幌市東区，千歳市，日高町，平取町
で震度 6 弱が観測されている。
　施設被害や停電の影響による断水は64,000戸で
あったが，都市ガスは基準を上回る SI 値ではな
かったため停止には至らなかった。また，札幌市
清田区では勾配の大きな埋め盛土に沿って大規模
な液状化が発生し，住家の沈下や傾斜，マンホー
ル周辺地盤の沈下（写真 8）など局所的ではある
が甚大な被害が生じた。
　鉄道被害としては，日高本線の厚真川橋りょう
で桁ずれや軌道変位が発生した他，厚真から鵡川
駅に至る区間でレールの大きな軌道変位が生じた

（写真 9）。道路橋は概ね推計震度が 6 弱以上と

写真 7　 ブラックアウトの主原因となった苫東
厚真発電所近傍に残る多くの液状化跡

（2018年北海道胆振東部地震）

写真 8　 大規模液状化によるマンホール周辺地
盤の沈下（2018年北海道胆振東部地震）

写真 9　 鵡川近辺の軌道の大きな変位。ただしレー
ルと枕木のゆがみだけで道床の変状は見ら
れない（2018年北海道胆振東部地震）。
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なった地域で33橋が損傷したとされている24）。
　以上，2011年東日本大震災以降の主な地震に関
するインフラ被害を中心にその概略を述べた。

3 ．南海トラフ巨大地震についての課題
　南海トラフ沿いの東海沖から日向灘に至る領域
では，東海・東南海・南海の 3 つの大地震が同時
かあるいは連動して起こるとされている。この地
震に関しては中央防災会議25）において，南海トラ
フ沿いで異常な現象が観測された場合の防災対応
の基本的な方向性が示されている。しかし，その
中で特に社会インフラについては，「災害応急対
策の実施をはじめとするすべての活動の基礎とな
るものであることから，事業継続に必要な措置を
実施することが望ましい」とされているだけで，
その具体的な内容は必ずしも明確ではない。それ
は，連続する地震への対応や，相互に影響を及ぼ
し合う社会インフラの脆弱性や復旧時の相互依存
性，ハード・ソフト両対策のバランス等に関する
検討が十分になされていないためである。
　東海・東南海・南海を全て網羅する全領域が突
発的に破壊するような最大級の地震は，予知が困
難な状況とされている。それ以外の多様な発生形
態とは， 1 ）想定震源域のプレート境界において
M8以上の地震が発生した場合（図 1⒜）や， 2 ）
南海トラフの想定震源域の内部及び周辺で M7.0
以上の地震が発生した場合（図 1⒝），そして 3 ）
通常とは異なったゆっくりすべりが観測された場
合の 3 ケースを指し，突発的な地震を示す「全割
れ」に対して，それぞれ「半割れ」「一部割れ」「ゆっ
くりすべり」という略称で呼ばれている26）。特に
上述の 1 ）， 2 ）においては，2016年熊本地震と
同様に，より規模の大きい後発地震の可能性があ
る一方で，多角的な検討が十分でないため対策も
遅れており，被害が激甚化する恐れがある。
　例えば「半割れ」ケースでは，M8クラスの地震
が襲った後の地域の復旧の最中に，また別の場所
で同規模の大地震が起こる事も想定される。その
ような時間差を伴った広域災害に対してはこれま
での「全割れ」の対応は通用せず，ではどのよう
な災害対応をすべきなのかの検討はこれまで皆無

である。
　自治体やインフラ事業者を悩ませている問題は，
これまで取り組んできた「全割れ」という突発的
な地震災害への対応に加え，さらに始めの地震に
続く後発地震の予知も困難で，かつ実際に発生す
る確率も確定できない「半割れ」「一部割れ」への
対応である。まずは何が起こり，その結果どうな
るのかのという点を明確にしなければならない。
そのため，この南海トラフ地震の様々な発生形態
のシナリオを作成し，ライフラインを始めとする
社会インフラがどのように被災するのか，またそ
の防災対策をどうすればよいのかを提示しなけれ
ばならない。起こりうるハザードと被災程度が明
確になれば，人的・物的被害を最小限に抑えるた
めの方策や適切な復旧財源の配分等の検討が可能
となる。
　公共性の高い社会基盤施設に対しては，地震あ
るいは津波に対する高度な頑強さ・強靭さが要求
されるが故，その総合的な整備は喫緊の課題であ

⒝　「一部割れ」ケース

図 1　 3 つの異常現象の中の「半割れ」ケース
と「一部割れ」ケースの一例（中央防災
会議資料26）より引用）

⒜　「半割れ」ケース
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る。1995年の兵庫県南部地震の甚大な人的・物的
被害は言うに及ばず，2004年のスマトラ沖地震や
2 ．で述べた2011年の東北地方太平洋沖地震など
の津波被害を伴う海溝型の大地震，また2016年の
熊本地震，2018年の大阪府北部の地震や北海道胆
振東部地震等の内陸活断層の活動による地震にお
いても，住家被害だけでなく，電気・ガス・上下
水道・通信や道路・鉄道・港湾・空港，河川／海
岸堤防，産業施設などの社会インフラに多数の被
害が発生している。
　2011年東日本大震災の経験からもわかるように，
南海トラフの巨大地震は，長周期の揺れが長時間
継続すること，その揺れの大きさのみならず大津
波を伴うこと，それが広域な災害をもたらすこと
が特徴である。このような地震・津波災害は，国
外では1960年のチリ地震や2004年のスマトラ沖地
震がその代表格である。
　我国の対応としては東日本大震災の教訓を踏ま
えて，内閣府の「南海トラフの巨大地震モデル検
討会」による震度分布・津波高を基に，人的・物
的被害や経済被害等の推計及び被害シナリオに
よって包括的な検討がなされている。しかし，ラ
イフラインに代表されるような社会基盤施設に対
して，長周期・長継続時間地震動に対する耐震安
全性や巨大津波に対する配慮は十分かどうか，ど
こが最大の弱点となってその影響が波及していく
のか，巨大地震津波に対する要求性能は明示され
ているのか，要求性能を満足する対策法は提示さ
れているのか，など今後検討すべき課題は依然と
して残されたままである。
　国は2013年に試算した南海トラフ地震の想定死
者数を，2019年に 3 割減の231,000人と改訂したが，
10年間で 8 割減らすという目標への到達可能性は
見えてこない。これは地震の揺れに対しては建物
の耐震化，地震津波に対しては市町村が指定する
避難ビルや避難訓練の割合が伸び悩んでいること
が大きな理由である。
　特に西日本では，常に内陸型・海溝型の双方の
地震を憂慮しなければならず，内陸型の大地震で
あった阪神淡路大震災の災害対応の経験を踏まえ
た上で，今後は東日本大震災で得た教訓を基に，

南海トラフの大地震と対峙してゆかねばならない。
なぜなら，地震の強い揺れのみならず津波も伴い，
また短周期地震と長周期地震の両面からの検討も
必要となってくるからである。
　大都市を襲う地震に対する課題は
　⑴ 中枢機関の業務継続
　⑵ インフラの頑強性
　⑶ 重要拠点施設・構造物の耐震化
　⑷ 湾岸域に立地するコンビナート災害
　⑸ 地震後火災対策
　⑹ 津波対策
　⑺ 大雨・洪水等との複合災害
　⑻ 前震や余震，連動地震への対応
　⑼ 避難路や避難場所
　⑽ 企業の事業継続
等々である27）。
　政府・自治体などには，その中枢機能の障害を
最小限に止め，何が起こったか，何が起こってい
るかの正確な情報収集と的確な対応策の実施が求
められる。自治体職員に地震災害や豪雨災害への
対処の経験が無い場合には迅速な対応は難しい。
実践的・体系的な災害対策研修の利用など，地方
自治体の防災担当者のみならず組織としての防災
力の向上に大きく貢献するプログラムへの参加は
緊急事態での対応力を身に付ける良い機会になる。
　インフラの頑強性は，過去の地震のたびに問題
点が浮き彫りになり，またそれゆえに耐震化が相
対的に進んできた。しかし，上下水道に関しては，
厚生労働省統計28）によると，水道施設の耐震化は
2016年度末現在，水道施設のうち基幹的な管路の
耐震適合性のある管の割合は約38.7％，浄水場の
耐震化率は約27.9％，配水池は約53.3％であり，
また国土交通省統計29）によると，2017年度末現在
の下水道施設の耐震化状況は，重要な幹線等で
50％，下水処理場で36％と，まだまだ地震に対す
る備えが十分であるとはいえない状況である。地
震により大規模な断水が発生する事態を想定する
と，特に老朽管の更新は，上水の給水確保のため
にも優先的に推進すべき課題である。
　エネルギー施設としての都市ガスや，高速道路
などの交通インフラも，これまでの地道な耐震化
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施策により，物理的な耐震性は徐々に向上してき
たが，地震後の安全性確保のための点検業務に多
くの時間が割かれ，サービス供給開始の遅れが目
立った。大阪府北部の地震では供給停止や通行止
め等の判断基準が再考される契機にはなったが，
大規模な都市災害に対する早期復旧と安全性確保
の背反する事象を考えると依然として難しい問題
が残されており，継続的な検討が必要である。
　役所や病院などの重要拠点施設の更なる耐震化
も重要である。通常以上の業務が発生する事態に
対する業務継続や，これら重要拠点施設に関連す
るライフラインや物流も考慮した計画を立てる必
要がある。
　湾岸・沿岸部のコンビナートの強靭化も喫緊の
課題である。国や自治体の主導の下で様々な強靭
化策がとられているが，臨海部コンビナートには，
石油精製，石油化学，エネルギー施設等の危険物
を扱う事業所が集中している。その多くは埋立造
成された軟弱な地盤上に建設されており，地震時
の揺れが増幅しやすくかつ地盤の液状化も起きや
すい。また，津波襲来時の敷地内への浸水被害，
危険物タンクやローリー車等の流出の可能性もあ
り，ガソリンを始めとする油類の安定供給にも密
接にかかわってくるため，事業継続を踏まえた更
なる強靭化対策が必要になってくる（写真10）。
　これまで，建物の耐震化と併せて不燃化も推進
されてきたが，火災に至る前の事前対策としての
感震消火などの出火防止策の普及推進，初期消火

の徹底，防火水槽・用水の確保や密集市街地の解
消などの更なる延焼防止策を講ずる必要がある。
　南海トラフの巨大地震では，大阪湾沿岸でも数　
m の浸水深が予想されているところもあり，数
十 cm 程度の水圧がかかるだけでも歩行が困難に
なることを考慮した避難計画も必要である。
　昨今は風水害被害が極端化の一途をたどってい
る。2018年 6 月の大阪府北部の地震の後に 7 月の
西日本豪雨災害が発生し，また 9 月には台風21号
と，大阪府北部の地震で被災した家屋にも，災害
が立て続けに襲った。地震と豪雨災害や暴風雨災
害といった複合災害は，復旧やその後の対応に大
きな影響を及ぼす。2016年熊本地震の際の前震と
本震の関係や，異常な現象が観測され大規模地震
発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まって
いると評価された場合の南海トラフ地震の「一部
割れ」「半割れ」とそれに続く地震への対応など，
複合災害や連続する災害への対応は，予め十分検
討しておくべき課題である。
　長周期地震への対応と長周期に特化した早期地
震警報の導入，陸上交通の代替手段としての空路
海路の積極利用やそのための空港港湾の強靭化の
必要性，膨大な数の発生が予想される避難者や被
災者の対応など，まだまだ考えるべき課題は多く
残されているが，目標を絞りながら一つ一つ課題
を解決していかなければならない。

4 ．まとめ
　本稿では，東日本大震災から10年を数えるにあ
たり，それ以降の大地震について主にインフラ被
害を中心にその概略をまとめるとともに，今後の
地震への対応，その代表例として来たるべき南海
トラフの巨大地震に対して何が問題となり何が必
要となるかの考察を加えた。社会インフラは多様
な地震の発生形態には関係なく，あらゆる局面に
おいて常に高い安全性を確保しなければならない。
今後は，これまでのような多様な地震の発生形態
の間で揺れ動く対策ではなく，その多様性に柔軟
に対処できる頑強かつ強靭な社会基盤整備の方策
を提示することが肝要であろう。

写真10　 大型車両の津波による被害。手前に重
機，奥に被災したタンクローリーの姿
が見える（2011年東北地方太平洋沖地
震）。
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要　　旨

　水道，電力，ガス，通信や道路，鉄道等は我々の生活に欠かせない重要な社会基盤である。
本稿では，2011年の東日本大震災以降の被害地震に着目し，インフラ被害を中心に人的・物的
被害についてその概要を述べる。ここで取り上げた地震は，2011年東北地方太平洋沖地震，
2016年熊本地震，2018年大阪府北部の地震，および2018年北海道胆振東部地震である。地震国
の日本では内陸・海洋を問わずいつどこで地震が発生してもおかしくないため，あらゆる手段
を講じて災害低減に取り組まなければならない。来たるべき南海トラフの巨大地震に対して，
東日本大震災から得た教訓は災害低減のためにこの上なく有用な資源となり得る。これらの貴
重な経験と近年の先端知識・技術を背景に，今何ができて何がなお残されているのか等，今後
の課題について述べる。
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